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2.4 ロジスティックス 

2.4.1 鉄道輸送モード 

2.3でみたように、鉄道は、｢タ｣国にとって国際輸送のほとんどを占める輸送モードとしての

役割を担ってきた。鉄道輸送の 96％は国際輸送で、陸上輸送の 97％は国内輸送という大きな

差異がある7。 

鉄道輸送が国内輸送で重要となるのは、冬季の南北輸送である。ドゥシャンベとホジャンド

を結ぶ道路は冬季に閉鎖されるため、両都市圏はウズベキスタンを経由して鉄道輸送で結ば

れる。大量輸送モードである鉄道輸送は、大規模工場と支線でつながっているものも多く、

67の工場は引込み線によりつながっている8
。 

(1) サービス 

貨物輸送鉄道のスケジュールやダイヤは提供されず、利用者が輸送スケジュール管理はでき

ない。つまり、ダイヤが提供されないので、着日時や所要時間は経験から推測せざるをえな

い。｢タ｣国の輸入者は列車がウズベキスタンに入った時点で、ようやく着時間が推定できる

が、発貨物の着時間推定は不可能である9。ただし、｢タ｣国鉄道のシステムに入ることで、貨

物のトレースはできるので、事前の予測は可能である。 

ブッキングは比較的容易で、中国のようにブッキング締め切りが早いという事態は例外的な

混雑時を除いてはみられないが、コンテナの手配には課題がある。CIS 独自の鉄道コンテナ

は存在するものの、鉄道輸送料金にはコンテナの発地点までの返却料・リース料が含まれる

ため、利用者の割高感が強い。そのため、 

� 帰り便のコンテナを待つ 

� 顧客が持つコンテナを利用する 

� 返す必要のないワンウェーコンテナを利用する（古いコンテナを購入し、そのままコ

ンテナごと引き渡す） 

といった方式が好まれる。そのため、コンテナ手配で出荷自体が遅れる場合がある。 

また、鉄道ワゴンは 40 フィート仕様のため、20 フィートの場合、編成駅で積み替えがなさ

れ、ペアが見つからないという滞留するリスクが高くなる10。 

                                                        
7
 ADB TA-4451-A “Tajikistan : Capacity building and institutional strengthening for the customs 
modernization and infrastructure development project” 
8ADB TA-4926 ”Tajikistan: Transport Sector Master Plan” AppendixC-2 

9 たとえばバルト諸国との間では 24～30日は想定できるが、確定は困難である。多量でブロックトレイン化する

と 12～13日となるが、これでも確定スケジュールにはならない。輸入の場合はウズベキスタンに入った時点で、

かなりスケジュールが確定でき実務面での手配に入る（カザフスタン/ウズベキスタンからドゥシャンベまで 1週

間とする）。 
10
 ワゴンには 40フィート 1本分の長さ（12ｍ）。20フィートなら 2本載せるために、20フィートが奇数になる

と、もつ一つがみつかるまでとめられる。 
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鉄道輸送がコンテナ単位のため、小口貨物に対する輸送サービスがなく、そのことが中小輸出入

者の競争力に貢献していないという主張もある11が CIS 諸国に限っては域内用３トン、５トンの

鉄道コンテナも存在し、少量輸送にも対応している（図 2.4.2）。 

国際輸送は、相手国のサービスに大きく依存するが、ウズベキスタンでの税関検査について問題

があるという事業者コメントは多い。鉄道輸送の場合、協定上はウズベキスタンを通過する貨物

はウズベキスタン税関の税関チェックを免除できるはずだが、実際には税関チェックがしばしば

行われ、また、ハンドリングの悪さもありダメージ等も頻発する。これは｢タ｣国の努力で解決し

ない課題である12。 

(2) ターミナル 

一般的な貨物は鉄道ターミナルで受け渡しが行われ、鉄道ターミナルは鉄道と自動車の結節

拠点である。また、ここで通関も行うことができ、国際／国内貨物の結節点でもある。 

基幹ターミナルであるドゥシャンベの貨物ターミナル（ドゥシャンベ２）の現地調査から、

ターミナルの現況を以下のように記す。 

� 貨物鉄道は１日２便程度、編成を行いウズベキスタンに向けて出発する。明確なスケ

ジュールはないが国境から 60kmのこともあり、ここでは貨物を滞留させず発車させる。 

� 輸入は、鉄道からクレーンでおろしたコンテナを通関後、引取りの車両に引き渡す。

ただし、クレーンは午後５時までしか稼動しない。 

� コンテナヤードの保管場所そのものの面積は大きくなく、ここでの保管は意図してい

ない。ここでは鉄道輸送・自動車の結節機能の提供しか意図されていない。 

� 作業機器や設備は大容量ではあるものの、老朽化し作業の迅速性や高頻度化は望めない。 

� 一般的に物流ターミナルは、保管、車両への積み下ろし作業、一時保管、車両待機場、

アクセス道路と作業別のレイアウトをするが、実現されていない。 

 

                                                        
11

 ADB TA-4926 ”Tajikistan: Transport Sector Master Plan” Main Text 
12 同様の問題は、自動車輸送の国際輸送にも共通である。また 2国間協定等でも改善が図られているが、近年の

密輸や麻薬の増加によるセキュリティ管理の要請もあり進展しない。 
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図 2.4.1ドゥシャンベ２ターミナル 

 

 

図 2.4.2ドゥシャンベ 2ターミナルの設備 

(3) 民間施設 

（2）でみたようにターミナルで提供できるサービスが限定されているため、補完機能として、

民間企業のターミナルがある。これらは、ソ連時代にあった側線（引込み線）と倉庫施設を

取得したもので、ハードは更新されていない。 

これらの倉庫が周辺に複数あるので合計面積としては大きいものになる。本来は、この施設

が鉄道貨物を中心に、JIT（Just-in-Time,ジャストインタイム13）配送拠点として在庫管理や流

通加工等、付加価値のある物流サービスを提供することが望ましいが、その要請にこたえら

れるレベルにない。 

                                                        
13必要なものを必要な時に必要な量だけ生産する方式。工場では、部品在庫を持たないこと、配送では部品の納入が、小口多頻

度になることが特徴である。 
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図 2.4.3 民間鉄道ターミナル 

 

 

図 2.4.4 民間鉄道ターミナル倉庫 

2.4.2 トラック輸送モード 

トラックは、国内輸送のほとんどを担うが、｢タ｣国は CARECや ADBの取り組みにより国際

輸送および、トランジットへの取り組みにも積極的である。しかし、｢タ｣国は通過国として

単に「素通り」されてしまう可能性も否定できない。トランジット輸送の充実を、輸出入物

流や国内物流の充実につなげる必要がある。 

ここでは、国内、トランジット、輸出入物の３つの観点でトラック輸送を概観する（ただし

トランジットは後述するように業界団体が大きく関与していることから、該当部分である

2.6.3も参照）。 
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(1) 国内輸送 

1) 概要 

国内輸送のほとんどがトラックで輸送されるが、ボリュームのそのものは大きなものではな

い14。自動車による貨物輸送は自家輸送のレベルにとどまり物流企業のレベルが低く、ひいて

は物流コスト（輸送コスト）も高止まりの傾向にある。 

i) .輸送品目 

表 2.4.1．国内生産品国内消費量（単位 US$） 

2008 2009 2009
3,506,452 3,231,745

電力 689,384 689,384 21%
燃料 47,506 37,922 1%
鉄鋼 749,339 698,480 22%
石油・化学 48,454 38,766 1%
自動車 123,922 101,424 3%
木材 18,669 17,970 1%
建設資材 295,026 228,532 7%

262,510 216,638 7%
食料 904,089 857,434 27%
動物性食料 317,276 308,830 10%
出版 21,420 21,017 1%  

出所）TAJISTAT“Socio-economic- Situation of Republic of Tajikistan”ただし、2009年は 10ヶ月間。 

 

表 2.4.1.は国内生産され、国内で消費されたものの直近２年間の統計であるが、品目で見る限

り、食料がもっとも多く、鉄鋼、建設資材と続き、単価あたり重い貨物で、あまり高価値の

ものは流通しておらず運賃負担力が低いものが主である。これらの貨物は１ロットで大量に

輸送する必要があり、道路インフラは①通年通行ができない、②大型車両が通行できない と

いった制約があり大量輸送上の障害となっている。 

 

ii) コスト 

山岳国家の｢タ｣国では大型車両の通行が難しく、輸送コストは高止まりしている。それを補

うには物流業者のパフォーマンスの高度化が必要だが、｢タ｣国の事業者の現状（事業規模、

車両、投資能力等）ではその実現が難しい15。 

その結果、内陸輸送コストの高さは激しいものとなっている。表 2.4.2は世界銀行による試算

であるが、米国/モルトバのような長距離国際輸送に比較して国内輸送の距離単価（なかでも

ドゥシャンベ～ホジャンドやドゥシャンベ～イスファラのような南北輸送）の高額さは明ら

かである。 

                                                        
14 ”Tajikistan: Transport Sector Master Plan”の試算では 2007年の 1月からの 7カ月間で約 230万トン。日本

は 50億トン/年。ベトナムでも 2億トンである。 
15
 2.6.2参照。 
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表 2.4.2．国内輸送料金（単位：US$） 

 

出所） 世界銀行セミナー資料 

 

iii) マーケット 

｢タ｣国の国内貨物の発点と着点（OD）は 

� 85％がドゥシャンベ発着 

� 15％がホジャンド発着 

となっている16が、この国内第一・第二の物流発着地点を結ぶ南北道路が地勢的に厳しく、整

備が難しい点が国内物流からみた場合、マーケットの拡大を妨げている。このように直送が

難しい場合、在庫機能を充実させ、輸送距離を短くすることで物流を活性化させる戦略がと

られるのが通常だが、｢タ｣国では現状、このような物流集積機能（倉庫機能）はきわめて希

薄である17。 

 

(2) トランジット輸送 

定時性、コスト、安全性の面ではまだトラックの国際輸送は鉄道のレベルにはない。自動車

の場合は、季節要因はトランジットタイムに大きく左右され、国境通過の遅れやセキュリティ

上のリスクが鉄道より大きく、本来は自動車輸送が優位であるはずのスピードでも鉄道との

競争力を見出しがたいのが現状である18。この地域の国際輸送（陸路）の活性化は ADB、

CAREC も促進を目指しており遅滞ないスムースな国境通過輸送をキーポイントとしている。

彼らのモニタリング調査は、 

� もっとも大きな輸送ハードルは（コスト、時間の発生ポイント）は国境通過である 

� 自動車通行速度が遅い 

                                                        
16 ADB TA-4926 ”Tajikistan: Transport Sector Master Plan” Appendix C-3 

17 ADBによると｢タ｣国は中央アジアで唯一、卸売りセンターが存在しない国である。（ADB  “Tajikistan : Trade 
Facilitation Logistics Development Strategy Report”38ページ） 
18 鉄道はセキュリティ乗員がいるが、国境での貨物検査等による盗難はある。 
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� 輸送コストは EUより安い（ただし、商品価格からすれば割高感がある） 

の３点を指摘している。 

 

表 2.4.3．中央アジアのトランジット輸送 

出所）ADB の 2009.12.16 ウランバードルで CAEREC 大臣会合におけるプレゼン資

料”CAREC Corridors for Seamless Connectivity” 

 

図 2.4.7越境輸送のコスト・時間 

出所：表 2.4.3.に同じ 

｢タ｣国は地勢上、周辺国との「ランドリンク」国家であり、トランジットビジネスのポテン

シャルを活かしたいという希望は強い。特に、近年ではアフガニスタンへの支援物資や中国

から東南アジアあるいは外洋に向けての可能性や潜在性が期待され、運輸セクター・マスター

プラン調査19でも中国発貨物に大きな期待をよせている。中国からアフガニスタンへの貨物を

想定する場合、｢タ｣国を経由する直近ルートがはが大きな可能性を秘める（4.2 節参照）。 

トランジット輸送の活性化のため、中央アジア諸国は 

� 道路インフラについては６つのコリドーの充実を図る 

� 国境でのスムーズな通過を可能とするために TIRカルネシステムの採用を目指す 

                                                        
19 ADB TA-4926 ”Tajikistan: Transport Sector Master Plan” Appendix C－２ 
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という２大戦略をもっており、｢タ｣国は TIR輸送システムの促進のため、2007年の政令によ

り国際陸上輸送業者の協会（ABBAT）を設立した。この団体が TIRカルネの発給団体となる

と同時に、国際貨物用のターミナルを整備し出入貨物のハンドリング、国境通過手続き等の

包括的なサービスをしようと試みている20。 

ABBATによれば現在 10のターミナルがあるが、16まで増やす計画があり、国際物流のため

のターミナル整備計画として、十分に評価できる21。しかし、現在の基幹ターミナルであるドゥ

シャンベターミナルを見ても、その施設等は十分なものではなく、地方の整備は今後に持ち

越されている。 

 

図 2.4.8 ABBATドゥシャンベターミナル 

                                                        
20 これが実現すれば、国境での貨物の積み替え、税関による現物チェックが制度的には免除され、スムースな国

際輸送が制度的には達成されることになる。 
21 2.4.2.(2)の 3)に述べるように ABBATターミナルはトランジット輸送とともに輸出入貨物のターミナルとして

の役割も兼ねることを計画している。 
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図 2.4.9 ドシャンベターミナルにおける倉庫及び荷役作業 

(3) 輸出入 

輸出入物流を行うロケーションは ABBAT がトランジット貨物と兼ねることになっている22。

現実には ABBAT はトランジットより多くの輸出入貨物を扱い、輸出入拠点としての性格が

強いものとなっている(図 2.4.12)。 

 

                                                        
22 たとえばウズベキスタン/｢タ｣国（ドゥシャンベルート）の場合は、国境とドゥシャンベの中間地点であるトゥ

ルスンザーデに貨物の通関場所があったが、ABBATタ－ミナル設置にともない、２国間輸送のハンドリングもABBAT

で行うこととなった 
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f 

 出所）ABBAT（黄色：輸入。赤：輸出。緑：トランジット） 

図 2.4.12 ABBATの実績（ドゥシャンベターミナル） 

1) 輸入貨物 

ABBATの果たしている業務は図 2.4.10のように表される。国境のチェックポイントは単なる

越境チェックのみを行い、自動車輸送の本通関は、ABBAT ターミナルで行う。また、｢タ｣

国の国内貨物を外国車両が輸送することできないため、ABBATターミナルでの主業務は通関、

車両の外国車両／国内車両のトランシップ機能、輸入貨物の一時保管が中心となる。通関は

長時間を要するリスクも高いのでトラックプールやドライバーの休憩・宿泊施設も備えてい

る。 

しかし、積替作業はオープンヤードで行われ、スペースも狭く手荷役が中心でオペレーショ

ンのレベルは低い。トラックプールも狭くロケーション管理されず「First come, First serve」

の原則を適用するには無理がある。さらに、倉庫施設も狭く、老朽化しており質の高いサー

ビスが提供できる状況になく、輸入貨物を保税保管・市況をみながら通関を行いタイムリー

に投入するようなディストリビューションを行える体制にはない。 
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①書類と外装チェック（シール）のみを行
い輸入審査はしない（通過を許可する
のみが原則
②輸入貨物はターミナルで輸入通関し、
内陸輸送用のタジキスタン車両に積み
替え
③ただし流通加工等や保管・在庫機能
はない
④タジキスタン車両にて輸入者へ

　ターミナル

輸入通関
貨物積替

主業務

・駐車場（トラックプール）
・宿泊・休憩施設
・車両メンテナンス

付随業務

　　③

　国境税関

主業務

書類・外装チェック

　国内配送先

　　①

　②

輸入貨物

トランジット

タジキスタン車両

タジキスタン車両でも
外国車両でもいい

　　④

 

図 2.4.10．ABBATにおける輸入貨物フロー 

2) 輸出 

輸出品目はきわめて少ないものの、この場所で通関を行い、コンテナ積めを行うことが原則

となる。そのための倉庫の品質や積み替えの作業品質の課題は輸入と同じである。ただし世

界的標準をみると、「工場バンニング」と呼ばれる荷主サイトで荷物のトラックまたはコンテ

ナへの積み込み（バンニング）が可能なシステムが一般化している。このシステムの利点は

積み替え作業を削減できることによるコスト削減である23が、｢タ｣国の場合、法的に工場バン

ニングは TALCO などの大口輸出業者では認められるものの、一般的になっておらず、非効

率・高コストの原因となっている。 

工場バンニングを可能とするには保税輸送のシステム・規定の改善が必要であり許可方法、

要件の明確化が求められる。 

 

　国境税関

主業務

書類・外装チェック

　　①
　国内輸出者

輸出貨物

タジキスタン車両のみ可能

　ターミナル

輸出通関 貨物積込

主業務

・駐車場（トラックプール）
・宿泊・休憩施設
・車両メンテナンス

付随業務

　　③

貨物下ろし

　②

タジキスタン車両でも
外国車両でもいい

　　　④

①国内輸出者は輸出通関のために貨物をターミナルに搬入
②ターミナルで貨物は下ろされ、輸出通関。許可された貨物は輸出車両に詰められ税関施錠（シール。税関の確認がいる
③ただし流通加工等や保管・在庫機能はない
④輸出書類と外装チェック（シール）のみを行い貨物審査はしないのが原則（通過を許可するのが国境税関の業務）  

 

図 2.4.11 ABBATにおける輸出貨物フロー 

 

 

                                                        
23 2.6.5も参照。 
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2.4.3 コンテナ輸送 

国際輸送の多くが、鉄道・自動車を問わずコンテナにより行われており、TIR カルネ輸送も

コンテナや鍵のかかる車両を想定した仕組みになっている。 

コンテナによる輸送の利点は 

� ドアツードアができること、 

� 貨物の積み替えが必要ないこと 

であり、ADBや CARECが重要な物流施策と位置づける鉄道／自動車のインターモーダル輸

送も積み替えが容易なコンテナ輸送を想定している。しかし、｢タ｣国はコンテナ輸送が促進

されておらず、トラックによる国際輸送のコンテナ化率は 10％程度、鉄道輸送では 5％以下

に過ぎない（表 2.4.4）。鉄道輸送のそれについては、すでに 2.4.1.の（１）で触れたが、自動

車輸送も同様である。その原因としては回送の手間とコストの問題があげられる。空コンテ

ナ回送費用が運賃に含まれるため割高感が強く、｢タ｣国のコンテナ利用は 

帰り便のコンテナを待つ 

顧客が持つコンテナを利用する 

� 返す必要のないワンウェーコンテナを利用する（古いコンテナを購入し、そのままコ

ンテナごと引き渡す） 

が多くなる。他の国ではこのような事態を回避するため、貨物ターミナルが空コンテナの返

却所となり、空コンテナを集積することで 

� 発貨物のコンテナ手配が容易になり 

� 着貨物のコンテナ返却のコストが低減できる 

ことを目指している例が多い。このような拠点は物流コスト削減の大きな解決策である「帰

り荷」の確保のためにも重要である。 

また、コンテナを保有し利用者にリースするというビジネスも諸外国には広くみられる。 
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表 2.4.4.コンテナ輸送量とコンテナ化率（実績と目標） 

 

出所）ADB TA-4926 ”Tajikistan: Transport Sector Master Plan” Appendix C－4 
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2.5 税関/通関 

2.5.1 組織 

タジキスタン税関（Tajikistan Custom Service）本部の組織図を、2.1に示す。各地方税関本部

は各税関支所や通関ポイントを管轄する。｢タ｣国の通関ポイントは、１）国境チェックポイ

ントのほかに ２）ターミナル（道路、鉄道、空港）、３）保税工場等の税関駐在施設 とな

り、人は１）のみのチェックで通過が可能であるが、貨物では１）で書類と貨物のシールチェッ

クを行い、２）あるいは３）で本格的な輸出入通関を行う２段階の手続きが原則である。24こ

れら１)～３）の合計通関ポイント数は全土で 87ヶ所となる25。ちなみに、本来は１)のチェッ

クは外装チェック等の簡素なものであることが原則だが、この原則が守られず貨物検査が行

われる等で、国境通過のハードルが高いとされる評価が多い。 

しかし、組織上の問題点としては EDIの未整備もあり、内部での情報収集、更新、伝達、共

用ができていない点があげられる26。そのため迅速・効率的な通関サービスを提供するための

データベースが構築できず、事後調査やリスクマネジメントの実施は実質的には難しい。 

2.5.2 税関改革 

タジキスタン税関は税関手続きの簡素化について、相応の努力を払っており法的にも新たな

関税法を定め、品目分類もWCO(World Customs Organization)の世界標準である HSコード27を

導入し、2005 年には京都規約に合致したものにすでに変更している。このように WTO 加盟

を狙い通関業務を世界的スタンダードに合わせようという努力がなされてきた。なかでも関

税率は 0､5､10､15%の４段階にフラット化させた。このことは、輸出入者の関税計算を容易に

したものと評価できる。また、輸出関税はなく数量制限（Quota）も輸入品目にのみ課すよう

に規制緩和が図られている。 

しかし、実務面での通関プロセスをみると、決して迅速で低コストとはいえないという評価

が一般的であり28、その原因として、 

� 事後審査制度がまだ未整備で、輸出入許可以降の訂正が難しいため、完璧な処理を必

要とすることによる手間、時間が必要であること。 

                                                        
24 メインルートの場合は、このような｢２段階評価｣が原則となるが、地方等で、ターミナル等が未整備の場合は

国境でチェックポイントでの通関を行わざるを得ない。 
25 ADB TA-4451-A “Tajikistan : Capacity building and institutional strengthening for the customs 
modernization and infrastructure development project” Appendix Bより 
26 ADB TA-4451-A “Tajikistan : Capacity building and institutional strengthening for the customs 
modernization and infrastructure development project” Ⅲ．Assessment and review of customs trade 
facilitation infrastructureより 

27 “Harmonized Commodity Description and Coding System”（商品の名称および分類についての統一システ

ム）の略。国際貿易商品の名称及び分類を世界的に統一したシステムで、1988年 1月 1日、 HS条約（商品の名

称及び分類についての統一システムに関する国際条約）として発効した。 
28 2.6.3で世界銀行と ADBのデータを用い詳述。 
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� リスクマネジメントシステムがまだ導入されていないため、優良事業者であっても優

遇措置がなく、簡素化された通関プロセスが受けられないこと。 

� 申告価格が納税者の申告価格に基づくのでなく税関が収集している価格に基づく（申告

者の価格が信頼されず、審査が長引く傾向が強い）ため、価格審査の手間がかること。 

といった点があげられる。加えて 

� 国税収入は税関に大きく依存しており国税の 40％は税関により徴収されている。表

2.5.1は 2003年までのものだが、2000年以降、税関の国税に対する貢献度（税関によ

る関税、VAT、物品税の合計）は上がっており 2003 年には 40％を越えている、タジ

キスタン税関によるとそれ以降も国税に占める税関収入は 40％を超え、直近は 47％

程にまで達し、国税収入確保という観点からは、税関の簡素化による収入低下は容認

しがたい状況と言える。 

 

表 2.5.1.国税における関税収入推移 

2000 2001 2002 2003

関税 15 19 21 24

物品税 4 6 9 14

ＶＡＴ 9 22 40 61

国境収入 28 47 70 99

対ＧＤＰ（％） 3 4 6 7

対国家収入（％） 22 32 39 47  

出所） World Bank ”Tajikistan Trade Diagnostic Study “2005 12.15 

 

� セキュリティ対策 

アフガニスタンに接することもあり、｢タ｣国ルートは麻薬や密輸品のルートとして、国際

社会からもセキュリティ対策への要請が強い。当然、そのための貨物チェックの比重が高

くなり、国境通過の際のバリアが高くなる、このことは、本来、国境で貨物チェックを免

除されるトランジット貨物が実際に貨物チェックされるという事態も生んでいる。税関側

からは国境でのＸ線検査機器等の整備が要請されているが、リスクマネジメントの導入に

よる優良事業者の選別がなされていないことも、大きな阻害要因である。 

2.5.3 所要時間とコスト 

｢タ｣国における通関の高コスト・長時間化の実態を示すものとして、世界銀行のデータが標

準的に利用され、ADBも当該データを利用している(表 2.5.2)。この表では｢タ｣国と周辺国を

比較しているので当表をもとに通関所要時間とコストをみると、そもそも中央アジアそのも

のの通関所要時間・コスト29は世界的に見てきわめて長時間・高コストであり、以下のとおり

である。 

                                                        
29 コストについては近くの港湾までを想定しているため、内陸国である中央アジアのコストは高くなりやすい。 
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1) 所要時間 

� 輸出は、カザフスタンに続いて長く、所要時間 72 日を要する（中央アジア諸国の平

均は 68 日）。通関プロセスのなか「書類準備」が 50 日と全体の 70％を占める。 

� 輸入は 44 日と、中央アジア諸国の中ではもっともよい。輸出よりさらに「者類準備」

の割合が高く、30 日と全体の 64％を占める。 

2) コスト 

� ・｢タ｣国の輸出コストは中央アジア諸国の中で一番高く、費用項目では「国内輸送費

用」（47％）、「書類準備」（35％）が大きい。書類作成コストの高さが周辺諸国なかで

きわめて大きいことが、輸出コストをひきあげているといえる。 

� 輸入コストは、ウズベキスタンに続いて高い。費用項目では内陸輸送（49％）、「書類

準備」（28％）と続く 

 

このデータによると通関そのものの所要時間、コストよりその前段階である「書類作成」の

ハードルは高い。もちろん通関自体も EDI 化が実現しておらず、貨物検査義務が多いことか

ら、所要時間・コスト削減の余地も十分あるが、それ以上に書類作成の手間を軽減するほう

がトータルの効果かは大きい。今回の現地調査ヒアリングでも、事前準備の負担を指摘する

意見は多く、所要時間とあわせ、表 2.5.3のようにまとめられる。 
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表 2.5.3 ｢タ｣国の通関に関するヒアリング 

ヒアリング対象 内容 

税関 ・｢タ｣国の所要時間の長さについては、その準備書類の長さから来る要因が多いも

のと認識している。書類さえ完璧なら数時間で許可を出せる体制にある。 

事業者 ・税関審査自体は 1～2日程度。審査自体は 5～6時間で終わる。貨物検査の行われ

る比重は大きく全申告で貨物検査が実施。全量あるいは一部検査となる（審査時

間は 2～3時間） 

・ただし、書類作成には 2～5日を要しており準備にかかわる時間は長い。他法令

等ほかの書類の手配や完璧な申告のための必要性が高い。 

・輸入通関はだいたい 2～3日をみればいい(ABBATによる)。 

・通関はタジクのほうがウズベクよりは、簡素である印象がある。 

・タジクの問題はタジクスタンダードがある点と完璧な書類を準備しなればいけな

い点。 

・わいろ等に頼るレッドテープがある点は否定できない。 

・審査時間は審査員や状況により大きく左右され、平均的な所要時間を提示するこ

とは難しい点が問題である（うまくいけばすぐ許可がおりるということもあること

を意味する）。 

出所：JICA調査団 

2.5.4 通関事前準備 

通関の前段階である「書類作成」段階の長時間化（コスト）の要因として次の 3 点が重要なもの

と考えられる。 

(1) 税関以外の手続き/許可 

輸出入通関の前段階で所轄官庁の許可（いわゆるライセンス）が必要となること世界的にも

当然で是認される。｢タ｣国での監督官庁・機関としてあげられているのは表 2.5.4のようなも

のであり、諸外国と比較して大きな相違はないものの、以下のような手続きが問題であるこ

とが指摘できる。 

表 2.5.4通関に関係する省庁 

官庁（省庁） 英訳 官庁（非省庁） 英訳 

経済開発貿易省 Ministry of Economic 

Development and Trade 

国家規格度量衡委員会

(タジクスタンダード) 

Standardization and 

Metrology department 

農業省 Ministry of Agriculture 商工会議所 Chamber of commerce 

and Industry  

保健省 Ministry of Health   

国防省 Ministry of Defense   

運輸省 Ministry of Transport   

ADB TA-4451-A “Tajikistan : Capacity building and institutional strengthening for the customs modernization and 

infrastructure development project” Appendix Bより 
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1) 原産地証明 

商工会議所は原産地証明の発給を行う。｢タ｣国の原産地証明は通常半日で取得が可能とされ

ているが、EDI 化されておらずマニュアル処理である。しかし、｢タ｣国と周辺諸国との関税

同盟化が進展したことにより、その恩典を受けるためには特恵関税用の原産地証明（フォー

ム A）の発給が必要になっており、その迅速な発給が必要となる。特に自動車輸送の場合、

自動車の出発に合わせるようの発給手続きが迅速化することが望まれる。同時に、｢タ｣国の

輸入においても、輸出国のフォーム Aが必要となり、その入手が遅れると、関税恩典を受け

られないことになり、「書類待ち」が長くなる要因となる。 

2) タジクスタンダード 

経済貿易省傘下で旧ソ連の GOSTを踏襲し｢タ｣国家規格度量衡委員会の発行する証明書が広

い範囲の品目に必要となる（関税率表では必要な品目が明示される）。多くの品目で輸入され

た品目は検査され、手数料の徴収が輸入量に比例するためコスト面からも負担となる。この

発行がなさるまで通関プロセスに移ることはできず、通関前の時間待ち要素の大きな部分で

ある。 

3) 免税申請 

現在のところ、｢タ｣国の輸出はきわめて少なく、輸入過多の状況にある。しかし、輸入では

コマーシャルベースによるものだけではなく、一部は援助や ODA貨物と考えられる。これら

の貨物は無税で輸入されるので、輸入省庁の特別認可が必要となることから、その取得に時

間を要することになる30。 

(2) 税関手続き 

1) 書類作成の負担 

輸出入者（及び通関業者）は、輸出入申告書を作成するが書類作成はソ連で製作され、｢タ｣

国用にカスタマイズされたソフトウェア“ALTAGTD”が用いられている。しかし、 

� 入力項目数が多い（54程度ある。日本の申告書の入力項目は 20～30位である） 

� 申告者の提示した商品価格が税関の持つ価格データに合致するかチェックする必要

がある 

� ３回ミスをすると再教育義務がある 

といったように、きわめて要求事項が多く、かつ、ペナルティが厳しいため、申告までの準

備に時間を割かざるを得ない状況である。逆にいえば、税関の審査業務の多くの部分を肩代

                                                        
30
 ADB TA-4451-A “Tajikistan : Capacity building and institutional strengthening for the customs 

modernization and infrastructure development project” Appendix Aによると、ドシャンベの鉄道貨物(1日
30TEU)のうち、半分が ODAとのことである。また、調査団のフォワーダーのヒアリング調査でも輸出は扱って
おらず、輸入の太宗貨物は援助物品である企業が多く、コマーシャルベースをメイン貨物とする業者は見当たら

なかった。 
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わりしていることになる。 

2) 審査価格データベース作成業務 

通関業が税関に提出義務のある書類として’Declaration of Fact‘と呼ばれる品目価格の妥当性

を示す書類を提出する必要があり、1,500ドル以上の品目の正確な詳細情報を（コストや値引

き率まで含め）を提出する義務がある。このデータが税関の価格審査のベースとなり、税関

は類似品目のそれを含めデータを改定し、申告価格の妥当性のレンジを定めているため、通

関業者もそのリバイス業務に従事しなければならない。この業務は先進国では税関が自身の

データベースを充実するために行うコア業務であり、｢タ｣国では民間業者が「肩代わり」し

ていることになる。 

さらに、通関業者は自身の経験から申告価格の妥当性を判断し、輸出入者とコンタクトし申

告価格が認められない可能性を伝え適正価格（多くは関税額が上がることになる）に導くと

いう業務も請け負っている。 

このように、通関業者の行う業務は過大で相応の時間とコストを要する原因となる。 

2.5.5 通関 

(1) 輸出フロー 

貨物はもっとも近くの、道路、鉄道、空港ターミナルで通関される必要がある。ただし、税

関の承認と共に通関場所（工場サイト等）を選ぶことは可能である。申告人は、その税関事

務所に対して申告を行い、税関はその申告に対し、評価、確認、正当性を確認する。 

税関書類はすべてマニュアルにより作成され書類が提出され、その後、貨物検査が行われる

比率が高い。 

表 2.5.3でみるように｢タ｣国での輸出通関に要する時間が長い。通常、輸入通関は関税を徴収

する、あるいは、密輸防止の観点から簡素化が難しい側面があるのに対し、輸出は外貨獲得

促進の観点から手続きが簡素化されているのが開発途上国の一般的なパターンであるが、

｢タ｣国は輸出も煩雑な手続きを必要としている。また、開発途上国では輸出コスト削減の観

点からも、税関施設に貨物を搬入することなく自社サイトでコンテナ詰めをする「工場バン

ニング」が広く認められているが、｢タ｣国では、工場バンニングは法的には認められるもの

の認可基準が厳しく、税関の指定施設に貨物を入れ通関を受けるのを原則としている点で、

簡素化が遅れているといえる。 

また、表 2.5.5.の項目 1.にみるように通関業者に支払う料金とは別に、税関そのものに対して

も申告価格によって定額制に基づく手数料を支払う必要がある（これは、世界的にみれば珍

しいケースになる）。ただし、従来は申告価格に対するパーセンテージで課されていたため、

申告価格が高くなるほどコストが莫大になったが、定額化したことにより申告者にとっては、

割安感が高まった。 
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図 2.5.1 輸出通関フロー 

1) 輸入フロー 

貨物はもっとも近くの、道路、鉄道、空港ターミナルで通関される必要があるため、そこま

での保税輸送が発生する。ただし、税関の承認と共に通関場所（工場サイト等）を選ぶこと

は可能である。申告人はまず、自身の申告価格に基づき表 2.5.5.の項目 1.の税関への手数料を

支払う。この領収書受領をもって税関申告が可能となり、申告人は、税関事務所に対して申

告を行い、税関はその申告に対し、評価、確認、正当性を確認する。税関書類はすべてマニュ

アルにより作成され書類が提出され、その後、貨物検査が原則実施される。 

税関が貨物申告を許可されると、関税および公租公課の納入が必要となる。関税支払いはデ

ポジットシステムが完備していなため、申告時に全額支払われる必要がある。また、支払い

は現金か銀行送金で、この手続きに通常は２日を要し、遅い部類に属する。通関業者は顧客

や税関と送金システムを持っていないので、現状、通関業者による電子税関支払いは現状不

可能であり、輸入者が税関に支払い通関業者がその支払いを確認する必要がある。 
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図 2.5.2 輸入通関フロー 

表 2.5.5 税関手数料 

 

出所）タジキスタン税関提供資料 

2) トラックによる通関の特性 

トラック輸送による通関は、税関が常駐し、貨物の一時保管が可能な ABBAT ターミナルで

行うことが原則となる。ここへのトラックへの出入りが、TIR カルネを除く 2 国間輸送等の

保税輸送となる場合、保税輸送システムがまだ確立されておらず、税関エスコートを組む必
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要性を否定できない。さらに国境ではトラックがコンボイを組むまで待ちを余儀なくされる。

国境の ABBAT は、このような車両編成を行い、走行ルートを決定する。エスコートなく走

行することも可能ではあり、その際には、不正を防ぐために保証金を積む必要がある。 

従来、このエスコート義務についてはコスト高を生じることもあり、規制緩和がなされてき

た（料率は表 2.5.5の 2.参照）。ADBではエスコートが必要な品目は限定され、TIRカルネ輸

送は免除されるとしているが31、国境でのトラブル等を避ける点から、保税輸送ではエスコー

トと着地税関の確認書取得を行っているとする事業者もあり32、今回の調査では標準的手続き

を明らかにするまでには至らなかった（あるいは標準的手続きが存在していない可能性も否

定できない）。 

3) 鉄道の通関特性 

鉄道による通関は、国境でなくタジク鉄道の貨物駅での通関が原則となる。ターミナルには

税関や通関業者といった関係機関も入居している。税関側は施設入居料金を払っているが、

（税関側からみれば）悪天候でも安全に検査ができるような施設や検査用施設があるわけで

はない。そのため、検査が必要な場合には、近隣の私企業の保税倉庫は移動することになり、

これらの倉庫は税関に対して在庫管理報告の必要がある33。 

鉄道オペレータは税関に対して積荷目録（マニフェスト）を税関に送付する。貨車やコンテ

ナはシールされていることが原則で、税関のみが開けることができる。加えてセキュリティ

のための鉄道職員が同乗する。輸出入者にはターミナルの発着情報を提供する。 

2.5.6 EDI導入 

税関および通関については上記のような問題点があり、情報化によってその解決を図ろうと

している。システムについては、ADBの支援を得て、すでにソフトは発注済みである。税関

への申告書様式も EUの SAD様式を 2009年 1月 1日より採用し、EDIインプットに適した

様式に改めている。 

その全体像は図 2.5.3.のようにすべての関係者（Stakeholder）を網羅した NSW（National Single 

Window）を意識したネットワークである。しかし、他官庁がどのように接続するかの課題解

決は未着手である。当面、通関部門に特化した EDI整備となるが、次のような課題がある。 

―陸上輸送 

鉄道と航空はマニフェストが税関に提出されるので、税関が輸出入業者のデータインプット

前に貨物情報をマニフェストサブシステムで入手することが可能であるという前提でのシス

テム構成となっている。しかし、トラック輸送はマニフェストが用いられていないため通関

システム化の対象となっていない。 

                                                        
31 ADB  “Tajikistan : Trade Facilitation Logistics Development Strategy Report”31ページ 
32 彼らでも TIRカルネでは不要としている。 
33民間にターミナルを参照。ただし、優良なハードが備わっているわけではない。 



ファイナル・レポート 

 

 

-129- 

―トレーニング 

ハード整備が先行し、このシステムの使用者たる税関職員、ひいては通関業者のトレーニン

グ計画がまだ具体化しておらず、具体的な稼動に向けての計画が明らかになっていない。 

特に自動車輸送において EDI化が計画されていないことは深刻であり、保税輸送の複雑さと

ともに今後解決すべき課題としてクローズアップされよう。 

 

出所）ADB TA-4451-A “Tajikistan : Capacity building and institutional strengthening for the customs 

modernization and infrastructure development project” 

図 2.5.3 タジキスタン税関 EDIシステム全体像 



タジキスタン国総合物流システム情報収集・確認調査 

 

 

-130- 

2.5.7 国境通過 

｢タ｣国はすでに、重要な陸上輸送の国際条約に加盟を果たし、かつ、ABBATの設立等、TIR

カルネシステムが適用できるようになった。この結果、制度的には国境での遅滞ない通過が

可能なはずである。この傾向は周辺諸国も同様であり、本来なら、この地域の国境通過のバ

リアは低いはずである。 

しかし、実際には国境で（TIRカルネ貨物であっても）、貨物検査の実施を含む国境通過は遅

く、｢タ｣国のスピードは中国/カザフスタン国境の半分程度に過ぎない34。しかし、まだ上記

の「理想」に対して中央アジア全体での国境通過スピードは遅く35、自国の課題解決のみでは、

トータルで見た場合の陸上国際輸送の利便性向上が果たされないジレンマがある。 

その中の大きな問題点の一つは、ウズベキスタン～タジキスタンの国境通過におけるウズベ

キスタン側通関の問題点である。ウズベキスタンとタジキスタンの間には、経済水準の差、

ログン・ダムをはじめとする水利権、送電、テロ・麻薬対策をめぐり、様々な懸案事項を抱

えている。また、｢タ｣国の地形はウズベキスタン側に開けており、｢タ｣国は貿易の多くをウ

ズベキスタン経由の鉄道と道路に依存している。そのため、ウズベキスタン側が｢タ｣国に様々

な圧力をかけようとする際には、ウズベキスタン側から｢タ｣国への輸出/通過許可を意図的に

遅らせているとされている。ADBの調査では、これを「非公式な封鎖（Unofficial Blockage）」

と呼んでいる36。 

このため、2010年初頭には、ウズベキスタン側が｢タ｣国行きの貨車 1,000両を滞貨させたと

言われている。 

各ルートでの国境通過の問題としては 2006年 1月時点で、ADBは表 2.5.6.のような評価をし

ている。それから約 3 年を経るが、この様な問題は事業者へのヒアリングではまだ持続して

いる模様であり、多くの部分で「裏金」で解決しながら実際のビジネスは行われている。 

 

                                                        
34
 ADB  “Tajikistan : Trade Facilitation Logistics Development Strategy Report” 2009. 31ページ。また、同
レポートでは国境でのトラックの待ち時間を3時間以内にすることができれば｢タ｣国全体の経済効果は3000万ド
ルに達すると試算している。 
35
 ADBの国境通過調査によると、CARECコリドーでの国境通過時間の平均は 25.3時間であり、これは EUの

2時間を大きく引き離す。 
36
 ADB  “Tajikistan : Trade Facilitation Logistics Development Strategy Report”31ページ。 
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表 2.5.6 ｢タ｣国国境通過輸送の障害 

対象ルート 課題 

ウズベキスタン 

 

・トラックドライバーのビザﾞが国境で取得できない（ドシャンベ等

で取得する必要がある） 

・TIRカルネの趣旨と異なり、貨物チェックがある（時間も長い）

・ウズベキスタンの通過料を徴収される（不正規） 

・｢タ｣国との政治情勢によって、意図的に通関を送らされる。 

中国 ・貨物増加とともに、国境通過時間が長くなりつつある。 

・トラックドライバーのビザﾞ取得が難しい。 

キルギス ・国境通過に伴う不正規な課金 

アフガニスタン ・１回 350ドル程度の不正規な料金が必要 

出所）ADB “Central Asia  Increasing Gains from Trade Through Regional Cooperation in Trade policy, 

Transport, and Customs Transit” 2006 Chapter 5 等より作成 

2.6 物流企業 

2.6.1 業種と法的枠組み 

輸送業者についての法的枠組みは、運輸通信省（MOTC）陸上輸送管理局（Surface Transport 

Administration）のもとに自動車（Automobile Transport Unit）、鉄道(Railway Transport Unit)があ

り、航空は航空局(Civil Aviation Administration)のもとで管轄される。 

輸送モードについては、このような管轄部局が存在するものの、倉庫については存在せず、

ロジスティクス・サービスも同様に管轄官庁はない。 

(1) トラック輸送業 

運輸業者の参入は交通安全監督庁による免許制度をとっており、参入への要請事項は人材、

技術（メンテナンス能力等）、施設（車庫等）等の数項目である。また路線、運賃といったビ

ジネスを規定するような制限はとっておらず、参入後は自由なビジネス展開が可能である。

さらに強制的な車両点検システムや減価償却規定はなく、政府が規制よりビジネス拡大狙う

政策をとっていることは明らかである。 

車両についても同様で、車両規制も設けず、事業者が自身の判断で 

� 安全性 

� 環境配慮37
 

� 道路・橋梁への重量規制 

の規定に合致したものであれば、どのようなスペックでも自由に輸入し利用することができ

る。このことは、事業者のビジネス拡大を促進する一方、｢タ｣国の車両品質の向上を阻む要

因ともなっている。 

                                                        
37近年の環境重視のトレンドにのっとり、EURO2の導入等環境配慮の規制をもうける予定である。しかし、日米
欧はすでに EURO3が導入され、さらにステップアップが図られている現状を考えると、遅れは顕著である。 
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(2) 倉庫業 

現在、倉庫を管轄する役所はなく事業法も存在しない。そのため、参入要件はなく自由に営

業可能である。また、業界団体も存在しない。ただし、国内倉庫を含めたロジスティクスパー

クを模索する業界の意向はあり、国内倉庫に関する管轄団体はないし、団体もない。ただし、

国内倉庫を包括して、他の物流サービスを提供するロジスティクスパークを設けようとする

構想はあり、それに向かうために協会設立への動きもある38。 

(3) 通関業 

通関業者は関税法の 140条で、通関ライセンスは個人に対して認可され、税関の講習を受け、

試験を受けた者について与えられるとしており、会社でなく個人がライセンス取得者である

ことは日本と異なる39。通関業を営もうとするとする企業はこのような有資格者を雇用するこ

とで通関サービスを提供する。通関業者の団体は 2005年に完成したばかりであり、全国組織

ではなく地方組織にとどまり、通関業務の円滑化について相互協議を行っている。 

(4) フォワーダー 

現在、フォワーダー事業に免許要件はなく、参入は自由であるものの、｢タ｣国はまだ FIATA 

Conventionに加入していないため、ライアビリティ（賠償責任）が FIATAルールの制限され

たものでなく、無限責任を負っており、きわめてリスクが高いビジネスを余儀なくされてい

る。加えて同業者はまだ 2000年程度からようやく開始されたに過ぎず、ネットワークを持ち、

広い範囲のサービスができるローカル事業者はまだ出現していない。インターナショナル

フォワーダーも存在するが、代理店制をとり自営はしておらず、パーセル（小口荷物）の取

り扱いが主体である。 

2.6.2 事業者オペレーション 

(1) トラック事業者 

物流事業者は、マーケットが小さいこともあり規模が小さく、高いサービス品質を提供する

事業者が存在しないという評価が一般的である。ADBによるとその理由として次の 4点をま

とめている40。 

1) 近代的車両の不足 

一般に車両は十分にメンテナンスされているわけでなく状態はよくない。安全性も高くなく、

燃料効率も悪い。冷凍車といった特殊車両も少なく農作物輸出に貢献していない。事業者が

新規車両を購入しようとしても高額で関税も高く難しい。さらに、リース市場も未発達であ

                                                        
38
 ADBによると｢タ｣国は中央アジアで唯一、卸売りセンターが存在しない国とのことである。（ADB  

“Tajikistan : Trade Facilitation Logistics Development Strategy Report”38ページ） 
39 世界的にみれば通関業を企業でなく個人に与える国は珍しくなく、米国もそうである。 
40
 ADB “Tajikistan : Trade Facilitation Logistics Development Strategy Report”29-30ページ 
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るため、古いトラックを使い続ける傾向が強く、燃費の高騰とメンテナンス費用の高額化が

避けられない。 

2) 設備の不足 

適切な保管設備と近代的荷役機器が不足している。倉庫は単なる「保管」機能を提供するの

みで、危険品やバルク貨物用の特殊施設さらには、温度管理できるような施設もない。ADB

ではトレードセンターのような集積機能が必要としている。そこに通関機能を付加すること

で外資導入をはかり投資の増加も期待できるとしている。 

3) ロジスティクス・サービスの不足 

国際的なロジスティクス・サービス事業者は高価であるが、広い範囲のサービスを提供して

いるのに対して、ローカル企業は安価ではあるが狭い範囲のサービスしか提供できていない。

特にインターモーダル輸送の信頼性は低い。 

4) ファイナンス機能の低さ 

｢タ｣国では事業者に対するファイナンス機能が未成熟で、事業者の設備更新は困難である。

銀行のサービスレベルが低くローンを組むことが難しく、また利率も高い。 

統計も｢タ｣国の陸送業者の脆弱性を裏付ける。表 2.6.1と 2は 2003年以降の輸送者別輸送量

であるが、個人（オーナードライバー）による輸送がもっとも多く 2008 年でトンベースの

43％、トンキロベースの 30％を占める。また、月収ベースで見た場合、運輸業のそれはかな

り高額な部類に属し、オーナードライバービジネスの活況さを裏付ける。 

 

表 2.6.1.トラック輸送実績 

（単位：千トン） 

 

出所）TAJISTAT. 2009. “Tajikistan in Figures 2009" 
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表 2.6.2 トラック輸送実績 

（単位：100万トンキロ） 

 

出所）TAJISTAT. 2009. “Tajikistan in Figures 2009" 

 

 

表 2.6.3 業種別平均賃金 

(単位：ソムニ・月収)  

 

出所）TAJISTAT. 2009. “Tajikistan in Figures 2009" 

これらの数字によれば、自家輸送がトンベースでは 2008 年で 20％と大きなシェアを占める

が、トンキロベースでは５％に過ぎない。しかし、それでも自動車輸送企業への委託よりは

はるかに多い。 

特にトンキロベースで見かけ上は輸送企業が運ぶ量が自家輸送より大きくなっているが、そ

のほとんどが鉄道輸送によるものである（輸送企業扱いの 99％）。 

この傾向はトンベースでも同様で、2008年では輸送企業の輸送の 96％が鉄道である。自動車

企業は輸送量全体の１％を占めているに過ぎない。 

このことから、｢タ｣国の自動車輸送業者の担う役割は、まだ極めて小さい。オーナードライ

バーのコストの魅力を凌駕するサービス品質が提供されない限り、会社組織である輸送事業

者が輸送量を増やすことは難しいが、装備の脆弱性はそのプロセスを困難なものとしている。 
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表 2.6.4 国籍別自動車企業の輸送量 

(単位：トンベースでは千トン、トンキロベースでは 100万トンキロ) 

 

出所）TAJISTAT. 2009. “Tajikistan in Figures 2009" 

 

図 2.6.4は外国自動車と｢タ｣国民間自動車企業の輸送量の比較である41。 

トンベースでは、本来国内企業は内国貨物を輸送しているので、圧倒的に多いはずであるが、

輸送量そのものは国内企業輸送量が多いものの、外国企業の伸びが急速でありその差が縮小

しつつある。 

トンキロベースは国際輸送が主体となるため、圧倒的に外国企業のシェアが高く独占に近い。

国内企業の輸送量は 2008年では 10倍程度に過ぎない。 

このように、｢タ｣国の自動車輸送事業者は外国企業との間に競争優位性がないことがうかが

える。図 2.6.2 のように両者の車両品質の差は大きく、｢タ｣国事業者の低い車両品質は、（特

に国際輸送で）顧客の支持を集めているとはいいがたい。 

 

                                                        
41両者の条件や輸送内容の詳細は明らかでなく、表 2.7.1や 2.7.2との整合性も確認できず、単純比較が意味を持

つのか厳密には検討していない。ただし、トラック輸送事業の把握の点では有効と考え、比較した。 
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図 2.6.2 車両 

 

トラックの稼動状況をみると日本との比較において(表 2.6.5と 2.6.6)
42、 

� ｢タ｣国の車両の稼働率は日本の一般車両のそれより 20 ポイント以上低い（特殊車両

では 30ポイント以上低い）。 

� ｢タ｣国では稼働率に匹敵する程、メンテナンス時間が長い 

� 仕事があってもそれは「稼動待ち」する時間の全体の 13％に達するが、その原因は主

としてタイヤ調達と燃料確保である。このことにより運行に必要な基礎的な材料や燃

料、メンテナンス施設の調達が難しい背景が想定できる。 

 

これらの問題は車両の効率的運用を妨げ、運輸業の経営を悪化させ、ひいてはサービス向上

への阻害要因となっていることを裏付けている。 

 

                                                        
42「稼働率」の定義が両国間で揃っているかは確認できでいない。 
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表 2.6.5.｢タ｣国貨物自動車稼働時間（1000台による 24時間調査の結果。2008年） 

 

出所）Statistic Committee of Tajikistan“Tajikistan automobile transport working in Tajikistan 2009” 

 

表 2.6.6.日本の車貨物自動車働時間（2008年） 

 

出所）国土交通省統計 

(2) 倉庫業者 

倉庫施設のハードの品質はきわめて旧式であり、荷役は人力に頼っている。旧ソ連時代の倉

庫や施設を購入し、そこで倉庫業務を提供しているのが実態となっている。 

 

 

図 2.6.3 民間倉庫 

2.6.3 協会 

事業者単独での設備投資や企業発展が難しい以上、同業者による協会等の機関の充実が望ま

れている。｢タ｣国では国際輸送における事業者組合である ABBATが組織され、TIRカルネに

よる国際輸送の促進に踏み出した点では、大きな進展があったと評価できる。 

その結果、ABBATにより、 
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� TIRカルネの発給が可能となった 

� ABBATターミナルを通過することで TIRカルネが要求するルート走行が確認・保証

される 

ことにより、TIRカルネシステム43の輸送の条件整備がされた。 

しかし、表 2.6.7 のように｢タ｣国による TIR カルネ輸送は現状極めて低調である。これは、まだ

ABBATの歴史が短いこともあるが、次のような事柄が原因と考えられる。 

� メンバーフィー 

発給団体に対するメンバーフィー（登録料）が必要であるとともに、発給ごとに発給料金

を要する。また、保険料も高額となる。 

� 車両 

TIR システムは EU を発祥とするため、車両基準が EU のものであわせて環境配慮がなさ

れている必要がある。しかし、これは 2.6.2(1)でみたように｢タ｣国の事業者にとってはき

わめてハードルが高い。 

� 非正規の支出 

TIRカルネに規定されていない非正規の費用の徴収がある。本来は税関にかかわる費用は

必要ないはずであるが、支出がない場合には通過できないという現実がある。 

 

これらの費用は、表 2.6.8.のようになり、利用するにはきわめてコストの割高感は大きい。 

 

 

                                                        
43
 TIR（Les Transport Internationaux de Marchandises par Vehicies Routiers）条約に基づいて TIR カルネ

（国際道路運送手帳）の発給を受けた場合には、コンテナに詰められて税関から封印を施された貨物については、

経由国税関において検査、輸入税相当の担保の提供と輸入税の免除を受けて仕向地まで道路運送車両により国際

運送することができる。(「財務省関税局貿易用語集」より) 

TIRカルネは、欧州の陸上国際輸送システムをベースに、過去 50年に及ぶ歴史を有している確固たるシステムで

あり、これにより 

 IRUのメンバーたる各国のＴＩＲ発給団体が、 

・ TIRカルネを発給し 

・ 複数国をまたがる輸送でも単一の保証のもとで輸送が可能で 

・ その保証下、国境での税関検査はシールのチェックだけで免除される 

ことになる。 

 一方、ルートや通過国境地点は自由ではなく 

 ・カルネに定められたルートや国境ポイントを経由しチェックを受ける必要がある43 

 ・カルネ輸送が終了した場合、到着税関が発給団体（IRU）に対して、カルネ輸送の完了を報告する（そうしな

いと、保障手続きが完了できない） 

という制限はある。 
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表 2.6.7 TIRカルネ発給数 
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表 2.6.8 TIR利用コスト 

 

出所）ADB  “Tajikistan : Trade Facilitation Logistics Development Strategy Report” 

 

しかし、一方、TIR カルネを用いなくても、２国間輸送を利用することでトランジット輸送

の実行は可能である。｢タ｣国は表 2.6.9のような周辺国との 2国間協定を結んでいる。 

 

表 2.6.9 ｢タ｣国の 2国間協定 

 
出所）ADB  “Tajikistan : Trade Facilitation Logistics Development Strategy Report” 
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これらの協定を利用すれば、｢タ｣国車両は 

� キルギスの場合、ビシュケクまで 

� 中国の場合カシュガルまで 

の輸送が可能であり、２つの 2国間輸送を組み合わせることで、例えば中国（カシュガル）/

アフガニスタンまでのドアツードア輸送をアフガニスタン車両への 1 回の積み替えで実現で

きる。TIR カルネでは生じない積み替えが発生するものの、TIR カルネの発給料より安価な

業務が可能なことから、｢タ｣国の事業者は 2 国間輸送スキームの方が、有利であると考えて

いる44。 

 このように｢タ｣国は、トランジット輸送においては、 

�  ・地理的条件 

� ・TIRカルネと 2国間輸送の選択肢 

という優位性がある。特に、2 国間輸送の場合のコストの強みを生かすには、積み替えを効

率的に行い、通関等、国際輸送サービスが提供できるターミナルや物流基地の整備が必要と

なり、ABBATの戦略にも合致したものといえる 

トランジット輸送については、協定等の「理念」と「実態」には大きなギャップがあり、実

務者でないと実態をつかむことが難しい側面がある。実務者による現状把握は表 2.6.10のよ

うにまとめられる。 

                                                        
44 ADB “Central Asia  Increasing Gains from Trade Through Regional Cooperation in Trade policy, 
Transport, and Customs Transit” 2006 Chapter 5でもＴＩＲ輸送が、このような 2国間輸送スキームより高額

となる可能性を示唆している。また同様の意見はウズベキスタンの事業者からもあがった。 
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表 2.6.10.ヒアリングによるトランジット輸送の実態 

出所：調査団によるヒアリング. 

・ ビシュケク～タジキスタン～アフガニスタンのルートの輸送の場合、TIR のスキームでなく 2国

間輸送のスキームを利用して行うことが可能。その場合、タジキスタンのトラックでキルギス

からタジキスタンまで走り、アフガニスタンの車に積み替えている。 

・ 中国カシュガルとのルートについては、中国車両はホロク、タジキスタン車両はカシュガルま

で走行可能。道路は 5-11 月までの季節に通行可能。それまでは月に 10日間程が閉鎖された。 

・ ウズベキスタンの場合 TIR カルネシステムでタジキスタンとの 2 国間輸送は可能ではある。し

かし、カルネ団体への加入、カルネ発行料等を支払う必要があり輸送費が高額となる。そのた

め、2国間輸送のスキームで行う。その場合、トランジット輸送を保障するため相手国税関の確

認書を受け、エスコートを立てる必要がある、 

・ 国際輸送事業の課題は、特に CIS 諸国（特に、ウズベク、カザフ）国境での手続きに多くの時

間を費やすことである。手続きの多くは、貨物全ての検査、及び検査待ちである。概ね 10日間

前後国境で貨物が待たされる状態である。※ただ、Tea Money として税関職員に 1500 ドル/台程

度支払えば、上記の嫌がらせが無くなる。 

・ 国際輸送の課題は、上記のような「非正規費用」が発生することである。 

・ 国境で TIR カルネの審査手続きもあり、あってはならない事態である。（トルクメニスタンでは

領収書が発行されたこともある）。一方、アフガニスタン、イラン、アゼルバイジャンでは TIR

カルネに基づく正規の運用がされており、費用もかからない。 

・ ロシアでは、州境でも審査や車両チェックがあり、時間・費用が追加的に発生する。 

・ 現在は、アフガニスタン、イランルートは、北部のマザリシャリフルートは危険であり、ニジ

ノピャンジから一旦カブールまで下り、イランに入っている。アフガニスタンの政治的な安定

は、ペルシャ系民族輸送ルートの発展に大きく依存する。 

・ ウズベキスタン経由モスクワルートでは、国際輸送トラックは Sharituz 経由で Termez に入国

することができない（鉄道貨物は OK だが、1 週間程度の検査・検査待ち時間がかかる）ため、

Dushanbe からとルスンザーデを経由して、一旦ウズベキのテルメズに行き、北上しシャリサブ

ス、サマルカンドを経由しなければならない。ドゥシャンベの西の国境からシャリサブスに輸

送ルートはあるが、「タ」国籍のトラック事業者（カザフスタン、トルクメニスタン業者は通過

可能）は通過を許されていない。 

・ 同じく、カザフスタン国を経由するモスクワルートでは、シムケントからモスクワに抜けるルー

トを「タ」国籍の国際輸送トラックは通過できない。これは、カザフスタン国籍の国際輸送事

業者を保護するという理由のようである。 
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2.7 経済特区 

2.7.1 経済特区推進の背景 

現在、「タ」国は CISの 5カ国と FTA（Free Trade Agreement）を締結している。それ以外に

ECO（Economic Cooperation Organization）には、CISの 5カ国以外にアゼルバイジャン、パキ

スタン、アフガニスタン、イラン、トルコなどもと基本的に経済協力と貿易自由化を目指し

ている。 

今後、トランジット輸送の増加に伴い、国境手続きの簡素化（提出資料の削減、事前申告制）、

シングルウィンドウ化を推進している。シングルウィンドウ化は ADB、ドイツの GTZ（技術

協力機構）、USAIDにより支援されている。 

上記の背景を踏まえ、今後「タ」国では周辺国との経済協力の深度化による貿易・投資、国

際物流、及びトランジット輸送の拡大が期待されている。そこで、「タ」国は輸出産業、特に

製造業の育成・強化と国際物流インフラ拡充を目的とした経済特区（Free Economic Zone）整

備を進めようとしている。また、大統領からの指示により、2015年までに綿花の原材料輸出

を禁止し（綿花の加工品輸出は原材料の 12%程度）、綿花を国内で一次加工して輸出するべき

との方針が示されており、「タ」国の特産品である綿花を加工製品として高付加価値化する産

業育成が実施されつつある。 

2.7.2 経済特区整備の概要 

2004 年に経済特区法が成立し、その法律に基づいて経済特区計画が進められてきた。現在、

内容については特区法の改正が行われている（政府承認→国会決議→法令発効となる）。「タ」

国政府が承認計画している経済特区は、全国で４ヶ所（図 2.7.2参照）が指定されている。し

かしながら、具体的に開発が進められている経済特区は FEZ ”Panj”、FEZ “Sugd”の 2ヶ所で

ある。 

現在、両特区では、ユーラシア基金と USAIDの支援により物流拠点整備の FSが実施される

可能性が高い。更に、EUは中央アジア 5カ国における効率的な国際物流拠点を提案するため

の調査（International Logistical Centers Network in Central Asia）を実施しており、その調査の成

果として、｢タ｣国の国際物流拠点としてニジニ地区が提案されようとしている。しかしなが

ら、EU、ユーラシア基金、USAIDはプロジェクト自体には資金提供を行う予定はないとして

いるため、経済特区のインフラ整備資金の目途は立っていない状況にある。 

また、「タ」政府の省庁間の所掌に関する課題を残している。当初、経済特区については大統

領の提案で、2007 年より、「タ」国の関係省庁において、経済特区委員会を設け、関係省庁

の副大臣クラスが参加する調整機関として位置づけられていた。特区委員会の議長は経済開

発貿易の第一大臣が務めていた経緯もあるため、経済開発貿易省は経済特区整備（特区室

（Administration Office））の担当となった。一方、物流拠点整備の担当官庁はMOTCである。
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民間の国際輸送団体である ABBATは、「タ」国政府から国際トラック輸送において認証され

た唯一の機関であり、ABBATが使用している土地は｢タ｣国政府（MOTC）より提供されたも

のである。ABBAT は 2.6 節に示すように、各国境及び国境付近に全国的な物流ターミナル、

積み替え施設を持っている。更に、「タ」国での唯一の TIR カルネ発行機関でもあり、｢タ｣

国における国際輸送を行うためには事業者として ABBAT に加盟することが求められる。そ

の ABBATを管理しているのはMOTC（Ministry of Transportation and Communication）である。

そのため、EUミッションのカウンターパートはMOTCであり、ユーラシア基金と USAIDの

カウンターパートは経済開発貿易省であるが、両担当省間において情報共有がなされていな

いことが大きな課題である言える。 

なお、USAIDは経済特区の法令作りの支援も行っている。以下、USAIDの支援した報告書を

示す。 

「Decree of Majlisi Namoyandagon Majlisi oli of the Republic of Tajikistan on Approving Regulation 

of Free Economic Zone “SUGHD”」 

「Decree of Majlisi Namoyandagon Majlisi oli of the Republic of Tajikistan on Approving Regulation 

of Free Economic Zone “PANJ”」 

 

 

出所：Ministry of Economic Development and Trade 

図 2.7.1 FEZ整備予定地 
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2.7.3 経済特区（Free Economic Zone）の実施機関 

「タ」国において経済特区の実施は、全体を統括する省庁は経済開発貿易省（Ministry of 

Economic Development and Trade）である。経済開発貿易省全体で 200名程度の人員規模であ

る。経済特区の開発・運営を担当する部局は、特区毎の管理組織（Administration Office）が

おこなうことになっている。 

しかし、現在（2010年）、経済開発貿易省より予算（年間 4万ドル程度）措置を受けており、

また、経済開発貿易省内に準備室（特区室）も設けられており、現時点では法的根拠と実態

が異なっている状態である。 

現在、ソグド(Sugd)経済特区、パンジ（Panj）経済特区の管理組織があり、ソグド経済特区は

ソグドに管理組織を構えている。パンジ経済特区についても 2010年 2月 19日付で旧税関事

務所が経済特区事務所に移管された。組織上は経済開発貿易省より独立した機関である。 

また、経済開発貿易省では、現行組織の改正が実施中されており、改正後の組織図はいまの

ところ存在しない。しかし、経済開発貿易省に対するヒアリングによると現行体制と同様に

大臣の下に副大臣が設けられており、その大臣、及び副大臣の大枠の所掌は決められたよう

である。以下、図 2.1.3に大臣及び各副大臣の所掌を示す。 

2.7.4 各経済特区（Free Economic Zone）の概況 

以下、現在のパンジ(Panj)経済特区、及びソグド(Sugd)経済特区の概況について整理する。 

(1) パンジ経済特区 

パンジ経済特区整備は、「タ」国政令（Order #277 of the Government of Tajikistan on May 2, 2008）

を根拠として進められることになっている。 

計画面積は約 400ha の面積規模であり、米国援助（工兵隊整備）により完成したピャンジ橋

梁付近に位置する。 

パンジ経済特区に関連する輸送インフラ整備は、ニジノピャンジ～クルガンチュベ間 80km

の道路（日本無償）が 2012年以降に完成予定となっている。また、未だ計画段階であるがク

ルガンチュベ空港整備、カルファザバッド駅からパンジ経済特区間の 60km までの鉄道整備

についても検討されている。 

未だ計画段階であるが、生産（輸出加工）拠点また物流（国際輸送）拠点として計画されて

おり、MOTCと共同で計画実現を目指している。本経済特区は特に、「タ」国、アフガニスタ

ン、パキスタン、イラン及びウズベキスタンとの貿易活性化が期待されている。 

経済開発貿易省は、パンジ特区のポテンシャル調査を実施しており、パンジ特区から 50ｋｍ

以内の農産品、綿花等の原材料搬入可能性について検討したとしている（国内外のマーケッ

ト調査は未実施）。 
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特に、物流センターとしてのポテンシャルはあると考えられており、冬季で日平均 130～140

台、夏季では日平均 200 台程度のトラックが通過している（2009年）。一台あたり、30トン

としても毎日 3000トン以上の貨物が通過している計算になる。 

｢タ｣国からアフガニスタンへは、再輸出（トランジット）貨物であるが建設資材、木材、石

油製品が多く、またアフガニスタンから｢タ｣国へは、同じく再輸出（トランジット）貨物で

あるパキスタン産セメント、オレンジなどのフルーツなどが多い（現地でのヒアリングによ

る）。 

また、当該地域は、高原野菜等の多くの種類の野菜が栽培されているが、市場へのアクセス

がないため、農業生産のポテンシャルを顕在化することができていない。綿花栽培も盛んで

あるため、農産品等の輸出加工区としてのポテンシャルも存在する。 

現在、経済開発省は、パンジ経済特区の F/S(Feasibility Study)、TA(Technical Assistance)実施に

関する要請書をユーラシア基金及び USAIDに提出している。予算規模は 5万ドル程度と簡易

的な物流拠点としての F/Sであると思われる。 

上記の EU（European Union）は、現在実施中の調査（調査期間は 2009年 3月から 2010年 12

月）において、中央アジアを対象とする効率的な物流ネットワーク構築に向けた物流拠点を

提案することを目的としている。「タ」国においてはアフガニスタン国境のパンジ地区に物流

拠点の必要性を提案するとしている。 
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出所：Ministry of Economic Development and Trade 

図 2.7.2 Panj経済特区の位置図 

(2) ソグド経済特区 

ソグド経済特区整備は、「タ」国政令（Order #277 of the Government of Tajikistan on May 2, 2008）

を根拠として進められることになっている。 

ソグド経済特区の計画面積は 320ha である。現在、「タ」国企業（Domestic）が 30 社程度操

業している。しかし、現在の経済特区内の企業は柵で囲われているわけではなく、法的に優

遇されているわけではない。今年（2010年）から企業登録、特区企業として順次許認可が実

施される予定としている。特に、ソグド経済特区の地理的特徴として、都市部に隣接してい

ることおあり、環境規制が設けられるとしている。また、先端技術を保有している企業には

特別な優遇策が実施されるとしている。 

今年、USAIDとユーラシア基金の協働により、ソグド経済特区についての F/S調査（調査名：

“Free Economic Zone Sugd – Concept of Fergana Valley Logistics Center”）が実施される予定であ

る。また、USAIDは経済特区調査以外に、2008年よりユーラシア基金と協調して“The USAID 

Regional Trade Liberalization and Customs Project (RTLC)”を実施している。この RTRCが本 F/S
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調査を実質的に管理し、ソグド経済特区を物流拠点として整備することを第一プライオリ

ティとしている。更に、USAIDも EUミッションと調査内容について協調していく方針を示

しており、現在実施中の EU ミッションの調査成果（需要予測等）も積極的に活用していく

としている。 

 

出所：経済開発貿易省 

図 2.7.3 ソグド経済特区の計画図 

2.7.5 経済特区（Free Economic Zone）の展望 

2004 年に｢タ｣国に経済特区法が成立した。現在、「タ」国政府は経済特区法の改正作業が行

われている。特に Panj経済特区については、中国経済の急速な発展に伴う中央アジア（特に

アフガニスタン）からの資源ルート開拓や中央アジアへの販路拡大の拠点、また短期的には

アフガニスタン支援の物流拠点として注目されている。 

EU は中央アジア地域における効率的な物流ネットワーク構築にむけた調査を実施中であり、

その調査の成果として、各中央アジア諸国に各国 1 ヶ所の物流拠点整備を提案するとしてい

る。中央アジアにおける物流ネットワークの拠点としてもパンジ経済特区は重要性がたか

まっている。 

また国内の産業育成、アフガニスタン支援の視点からも、パンジ地区を含むパトロン州の生

産・輸出拠点としてのポテンシャルも存在する。当該地域は、綿花、農産品等の一次産品の

生産拠点でもあり、それら加工生産拠点としてのポテンシャルも秘めている。 

経済特区整備の課題としては、「タ」国政府間の所掌の問題を上げることが出来る。経済開発

貿易省が指定した上記 2経済特区は、国際物流拠点としてのポテンシャルが高い地区である。
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現在、国内の物流拠点整備はMOTCの所管であり、現在｢タ｣国の国際物流事業の多くにかか

わっている ABBATはMOTCが所管している。そこで、MEDTは経済特区における物流拠点

整備の役割を理解し、積極的にMOTCとの情報共有化、役割分担について十分に議論するこ

とが必要であると思われる。 

「タ」国にとって特定地区を開発する経済特区推進と同様に、「タ」国全体としての産業振興

策、外資誘致策、投資促進策などの将来ビジョンやマスタープランを作成することも同じく

重要であるといえる。 
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